
事業番号 - - -

（ ）

0 0 12 54
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令和４年度第２次
補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算

情報処理業務庁費 30

行政評価等政策効果調査
費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

74% 60% 74%

執行率（％） 74% 60% 74%

執行額 221 145 177

計 54

主な増減理由

予算
の状
況

当初予算 299 243 226 183

令和４年度
第２次補正予算

計 299 243 238 237

予備費等 0 0 0 0

翌年度へ繰越し 0 0 0 0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

政府内にあって施策や事業の担当府省とは異なる立場から、次の活動を行う。
【各府省の行政運営の改善に関する調査】各府省の政策効果や業務運営上の課題を実証的に把握・分析し、政策や制度・業務運営の見直し、改善方策につ
いて勧告等を行う。
【政策評価の推進】政策評価に関する基本的事項の企画立案、各府省の政策評価の点検等により、政策評価の質及び実効性の一層の向上を図る。
【行政相談】国民の行政に関する苦情や意見・要望を受け付け、関係行政機関にあっせん・通知を行うことにより、個々の苦情の解決や行政の制度・運営の
改善を図る。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　行政運営の改善に当たって、経済社会環境の変化に即した見直しや、国としての重点政策に係る府省横断的な課題把握などが求められている現状を踏ま
え各府省の行政運営の改善に関する調査、政策評価推進及び行政相談の各機能発揮を通じて、行政機関の実施する業務の不断の見直し、質の向上、国民
の行政に対する信頼の確保を図る。

総務課 課長　大槻　大輔

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

　総務省設置法第４条第1項第10号、11号、12号、13
号、14号、15号及び16号並びに第６条、行政機関が行う
政策の評価に関する法律、行政機関が行う政策の評価
に関する法律施行令、行政相談委員法

関係する
計画、通知等

　政策評価に関する基本方針（平成17年12月16日閣議決
定）、政策評価の実施に関するガイドライン（平成17年12月16
日政策評価各府省連絡会議了承）、令和4年度行政評価等
プログラム（令和3年3月31日総務大臣決定）等

54

前年度から繰越し 0 0 0 0

事業名 行政評価等実施事業（総務本省） 担当部局庁 行政評価局 作成責任者

事業開始年度 昭和27年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 総務 21 0002

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート 総務省



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
行政評価局総務課調べ。成果目標は「主要な政策に係る政策評価の事前分析表（令和３年度実施施策）」による。

97.5 97.6 - -

- 93.9 94 - -

目標値 - 96.3 96.3

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

【各府省の行政運営の改善に関する調査】
年度執行実績額／延べ調査本数

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 4 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

　全国規模の調査に基づく
勧告等について、フォロー
アップ時点での改善措置率
を、過去3年間の改善措置
率の平均値以上かつ基準
値（96.3%）以上とする。

　全国規模の調査に基づく
勧告等について、フォロー
アップ時点での改善措置率

【算出方法】
　①該当年度にフォロー
アップ（複数回フォローアッ
プを行うこととしている場
合、最後のフォローアップ）
を実施した調査について、
調査ごとに＜フォローアッ
プ時点での改善措置件数
／勧告等における指摘事
項数＞を算出、②年度ごと
に①の結果の平均値を算
出、③過去３年間の平均値
を「改善措置率」として算出

成果実績

- 96.3

達成度 ％ -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

行政制度・運営の見直し・
改善の推進

勧告等の件数
活動実績 件 5

計算式 円／本

58,755,145
円/

16.2本

15,106,117
円/

16.0本

15,281,354
円/

15.7本
-

単位当たり
コスト 円 3,626,861 944,132 973,335 -

-

活動内容
（アクティビ

ティ）

　各府省の業務の実施状況について、課題や問題点等を実証的に把握・分析し、その結果に基づき改善方策を提示することにより、行政制度・
運営の見直し・改善を推進する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

16 12 - -

当初見込み 件 11 18 17 -

令和元年度



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究報告書

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由 定性的な成果目標と令和元年～令和3年度の達成状況・実績

　行政機関が行う政策の評価に関する法律に定める目的を達成
するためには、政策評価の質及び実効性を高めていくことが必要
であるところ、その程度は、個別の政策毎に異なり、必ずしも一義
的に定まるものでもないことから、その評価については、画一的
な定量的目標を立てることは困難であるため。

１　定性的な成果目標
点検等の実施による政策評価の質及び実効性の向上

２　令和元年～令和3年度の達成状況・実績
【規制評価】
＜点検件数（指摘件数の割合）＞
　令和元年度：120件（100.0％）
　令和２年度：195件（32.8％）
　令和３年度：156件（38.5％）
※令和２年度、３年度は費用及び効果の金銭価値化・定量化が不十分な状
況を踏まえ、遵守費用が定量化されていない評価書を中心に指摘を行った
ため、指摘件数の割合が100％になっていない。
＜令和３年度の点検における主な指摘＞
・費用及び効果の金銭価値化・定量化が不十分
・EBPMの観点を踏まえたロジック（課題、課題の発生原因、非規制手段との
比較等）の記載が不十分
・費用及び効果の金銭価値化・定量化が可能となるよう具体的な手法を提示
するとともに、推奨事例を横展開

【公共事業評価】
＜点検件数（指摘件数の割合）＞
　令和元年度：12件（33.3％）
　令和２年度：22件（36.4％）
＜フォローアップで把握した指摘の改善件数の割合＞
　令和元年度：100.0％
　令和２年度：100.0％
　令和３年度：87.5％
※公共事業評価に係る点検については、これまでに主要な事業区分を一巡
したことから、作業の合理化という観点も踏まえ、令和３年度は、横断的な点
検は行わないこととし、各行政機関に対し、公共事業評価に関する情報提供
を依頼するとともに、今後の在り方の検討等を実施。各行政機関から提供さ
れた情報及び公共事業評価ワーキング・グループでの議論も踏まえ、今後
は、従来と同様の横断的な点検は行わないが、各行政機関が実施した公共
事業評価の客観性を担保するため、例えば、同ワーキング・グループ等有識
者の知見を活用するなどし、①国民の関心の高い事業について評価が行わ
れた場合や、②評価マニュアルの改定等により、これまでに点検していない
新たな評価手法による評価が行われたような場合などを中心にチェックを行
い、必要があれば改善を求めることとした。

【租税特別措置等に係る評価】
＜点検件数（指摘件数の割合）＞
　令和元年度：38件（100.0％）
　令和２年度：42件（100.0％）
　令和３年度：30件（100.0％）

　
　
　

　

　
　
　

　
　
　

- - - -

- - - - -

目標値 - - - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

共同研究に必要な経費／共同研究の実施件数

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

- -

成果実績 -

- -

達成度 ％ -

実証的共同研究の実施
検証課題や検証仮説に対
して検証した割合

活動実績 ％ -

計算式 千円/件 - 35,445/2件 32,340/2件 -

単位当たり
コスト 千円 - 17,723 16,200 -

100

100 100 - -

当初見込み ％ - 100 100 100

令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

活動内容
（アクティビ

ティ）

・行政機関が行う政策評価の基本的事項の企画立案・適正な制度運用
・「実証的共同研究の成果と今後の取組について」（R2.5.8）を踏まえた、総務省と各府省による実証的共同研究を実施
・e-ラーニングを充実化するとともに、これを含めた研修を各府省の政策評価等に従事する職員等を対象に実施
・各行政機関が行った政策評価について、点検方針を踏まえた点検等を実施

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
行政評価局行政相談企画課調べ。

100.6 99.1 - -

94.7 95.6 94.1 - -

目標値 95.2 95 95

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

【行政相談の処理】
年度執行実績額／行政相談の総受付件数

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 5 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

【行政相談】
苦情あっせん解決率

苦情あっせん解決率
【算出方法】
苦情・あっせん・解決件数/
苦情あっせん件数

成果実績

- 95

達成度 ％ 99.5

【行政相談】
　行政相談の総受付件数
（16.5万件以上）

　行政相談の総受付件数
活動実績 件 163,687

計算式 　　円/件

272,261,841
円/

163,687件

184,914,012
円/

119,116件

195,037,297
円/

120,047件
ー

単位当たり
コスト 円 1,663 1,552 1,625 -

130,000

119,116 120,047 - -

当初見込み 件 170,000 165,000 165,000 165,000

令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

活動内容
（アクティビ

ティ）

総務省行政相談センター”きくみみ”（全国50か所）や、国民の身近な相談役である全国約５千人の「行政相談委員」（総務大臣が委嘱するボラ
ンティア、全市区町村に１人以上配置）が、国民の行政への苦情や意見、要望等を受け付け、担当行政機関とは異なる立場から、その解決や
実現を促進しつつ、制度や運営の改善に生かす。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

　

　

　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
　
＜令和３年度の点検における主な指摘＞
・達成目標と措置のつながりの説明が不十分
※点検過程で各行政機関に補足説明を求め、分析・説明の内容について一
定程度の改善を実現

【研修】
＜研修：実施箇所数（参加（登録）者数）＞
・講義型研修
　令和元年度：13か所（1,066人）
　令和２年度：10か所（1,430人）
　令和３年度：1か所（地域ごとに開催していた研修を本省の研修に統合して
実施（オンライン形式））（1,430人）
　
・演習型研修（規制の政策評価)
　令和元年度：1か所（17人）
　令和２年度：新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から実施せず
　令和３年度：実開催及びオンライン開催を各１回実施（44人）

＜e-ラーニング：実施期間（参加（登録）者数）＞
　令和元年度：5か月間（733人）
　令和２年度：5か月間（774人）
　令和３年度：11か月間（741人）



整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

　各府省の行政運営の改善に関する調査について、勧告等
に対するフォローアップ時点での改善措置が図られている。
　政策評価の推進について、総務省が行う点検の結果等を
踏まえ、各府省の評価が改善されている。
　行政相談について、苦情あっせん解決率が高い水準で推
移している。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

　本事業は、「行政評価等による行政制度・運営の改善」とい
う政策目的達成のための中心事業であり、本事業の成果
は、政策目的達成のための測定指標に直結している。
　また、目標値は各成果指標の実績を踏まえて設定している
ものであり、実績値と目標値が密接な関係にある。
　さらに、下記「点検結果」のとおり、新型コロナウイルス感染
症まん延の影響を受けたものを除き、目標はおおむね達成
している。
　以上のことから、本事業の成果実績は成果目標に見合っ
たものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

　上記各活動内容（アクティビティ）の「活動目標及び活動実
績」のとおり、各実績値は、新型コロナウイルス感染症まん
延の影響を受けたものを除き、各当初見込みをおおむね達
成している。
　以上のことから、本事業の活動実績は見込みに見合ったも
のとなっている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
　国民の行政に対する信頼確保のために必要な調査等に限
定して、支出している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
　不用額は、システム更改、調査研究、研修の実施の請負
等について、競争入札の結果、当初想定していた価格を下
回ったこと等により生じたものである。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
　単位当たりのコストとして、各府省の業務の調査・改善指摘
（勧告等）１本当たりのコスト、実証的共同研究の実施コスト
及び行政相談の処理１件当たりのコストを把握している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐

　国が自らの業務管理のために行う事業の一つである。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
　事業目的の達成が政策目的の達成に直結する事業であ
る。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 　契約に当たっては、法令に基づき、少額なもの、契約の性
質上随意契約とならざるを得ないものを除き、一般競争入札
の励行等により、競争性を確保している。
　少額随意契約においても可能な限り多くの事業者から見積
書を徴するなど、経費削減に取り組んでいる。
　一者応札等については、検討の結果、社内の請負体制が
組めないことが判明したとして業者が入札を見送ったことに
よるものである。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必

要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
　国民の行政に対する信頼確保のニーズに対応するもので
ある。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
　少額随意契約においても可能な限り多くの事業者から見積
書を徴するなど、経費削減に取り組んでいる。

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

-

該当箇所 -

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 Ⅰ．行政改革・行政運営

施策 ２．行政評価等による行政制度・運営の改善

政策評価書
URL

https://www.soumu.go.jp/main_content/000766410.pdf

該当箇所 1、4、5、6

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ

令和3年度 2021 総務 20 0002

令和2年度 総務省 0002

平成30年度 0002

令和元年度 総務省 0002

平成28年度 0002

平成29年度 0002

平成26年度 0002

平成27年度 0002

平成24年度 0010

平成25年度 0003

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 0010

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

事業番号 事業名

総務本省

177百万円

Ａ．民間会社等（3者）

7.7百万円

【一般競争入札

（最低価格）等】

研修

令和3年度政策評価に関する統一研修（中央研修（演習

型研修））の企画・運営等業務の請負 、行政相談委員に

よるタブレット端末の利用に関する研修資料の作成、行

政相談委員によるタブレット端末（iPad端末）の利用に関

する研修資料の作成 等

Ｂ．民間会社（5者）

13.7百万円

【一般競争入札

（総合評価））等】

システム

令和３年度行政相談総合システムの保守・運用業務の

請負、令和3年度政策評価に関する統一研修におけるe

ラーニング実施の請負業務、行政相談総合システム用

ソフトウェア等の借入

Ｃ．民間会社等（4者）

46百万円
【一般競争入札

（総合評価）等】

注 うち4百万円は、

行政評価・監視業

務及び行政相談業

務等に係る旅費と

して支出。



資 流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）
調査研究

在外教育施設に派遣された教師に係る派遣効果に関す

る調査・分析の請負、農山漁村振興交付金に関する調

査・分析の請負、令和４年度行政評価局調査テーマに

関する調査研究の請負、キャリアシートを活用したキャ

リア形成支援に関する調査・検討の請負、イギリスにお

ける政策形成・評価の取組に関する調査研究

Ｄ．民間会社等（53者）

104百万円
【随意契約（少額）等】

その他の

役務契約等

行政相談業務の見直し（BPR：Business Process Re-

engineering）の検討に関する支援の請負 、モバイルWi-

Fiルータ（SIMフリー）の調達、各種報告書等の印刷製本

Ｅ．民間有識者等（30者）

1.6百万円

謝金等
各種研修、行政苦情救済推進会議等への出席に係る旅

費、謝金



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

- - -3
東京センチュリー株
式会社

6010401015821
行政相談総合システム用ソ
フトウェア等の借入

1.1
国庫債務負担

行為等

-

2
株式会社ネットラー
ニング

6011101029509
令和3年度政策評価に関す
る統一研修におけるeラー
ニング実施の請負業務

2
一般競争契約
（最低価格）

2 46.8％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社セック 1010901026918
令和３年度行政相談総合
システムの保守・運用業務
の請負

10.6
一般競争契約
（総合評価）

3 80.3％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

5
ＮＥＣネッツエスアイ
株式会社

6010001135680

令和3年度政策評価に関す
る統一研修（講義型研修）
における質問フォームの開
設

0.2
随意契約
（少額）

- -

- -

4
株式会社ネットラー
ニング

6011101029509
「令和3年度政策評価に関
する統一研修（講義型研
修）」の実施の請負

0.3
一般競争契約
（最低価格）

2 49.8％

1 97.7％ -

3 株式会社大塚商会 1010001012983

行政相談委員によるタブ
レット端末（iPad端末）の利
用に関する研修資料の作
成

0.9
随意契約
（少額）

-

2
ＮＥＣネクサソリュー
ションズ株式会社

7010401022924
行政相談委員によるタブ
レット端末の利用に関する
研修資料の作成

2.2
一般競争契約
（最低価格）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人行政
管理研究センター

9010005018937

令和3年度政策評価に関す
る統一研修（中央研修（演
習型研修））の企画・運営等
業務の請負

4.1
一般競争契約
（最低価格）

1 85.2％ -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

委員等旅費、
諸謝金

研究会等出席謝金、研究会等出席旅費 0.1

E.個人Ａ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 17 計 47

調査研究費
在外教育施設に派遣された教師に係る派遣
効果に関する調査・分析の請負

17 雑役務費
行政相談業務の見直し（BPR：Business
Process Re-engineering）の検討に関する支
援の請負

47

C.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 D.株式会社富士通総研

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4.2 計 10.1

費　目 使　途
金　額

(百万円）

研修実施費
令和3年度政策評価に関する統一研修（中
央研修（演習型研修））の企画・運営等業務
の請負

4.2
システム保守・
運用費

令和３年度行政相談総合システムの保守・
運用業務の請負

10.1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般財団法人行政管理研究センター B.株式会社セック

費　目 使　途
金　額

(百万円）



C

- -

2 90％ -

5
一般財団法人行政
管理研究センター

9010005018937
イギリスにおける政策形
成・評価の取組に関する調
査研究

1
随意契約
（少額）

-

4
株式会社メトリクス
ワークコンサルタンツ

4010601051032
キャリアシートを活用した
キャリア形成支援に関する
調査・検討の請負

4.8
一般競争契約
（総合評価）

-

3
株式会社富士通総
研

8010401050783
令和４年度行政評価局調
査テーマに関する調査研
究の請負

8.2
一般競争契約
（総合評価）

1 70.8％ -

91.2％ -

2
株式会社富士通総
研

8010401050783
農山漁村振興交付金に関
する調査・分析の請負

15
一般競争契約
（総合評価）

1 75.9％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株
式会社

3010401011971
在外教育施設に派遣され
た教師に係る派遣効果に
関する調査・分析の請負

17
一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等



D

-

12 株式会社まこと印刷 5010401027883

「第4種踏切道の安全確保
に関する実態調査」結果報
告書の印刷・製本に伴う経
費の支出について

0.5
随意契約
（少額）

- - -

- -

11 株式会社まこと印刷 5010401027883

「外来種対策の推進に関す
る政策評価書」及び「災害
廃棄物対策に関する行政
評価・監視結果報告書」の
印刷・製本について

0.6
随意契約
（少額）

- -

- - -

10 株式会社まこと印刷 5010401027883

「地域公共交通の確保等に
関する実態調査」結果報告
書の印刷・製本に伴う経費
の支出について

0.9
随意契約
（少額）

-

9
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648

令和3年度における「行政
苦情110番」のナビダイヤ
ル及び在宅電話転送機能
等の使用(継続)について
（通話料）

0
随意契約
（その他）

-

8
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
令和3年度行政苦情110番
のナビダイヤル使用（継
続）

0.9
随意契約
（その他）

- - -

- -

7
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
令和3年度行政苦情110番
の在宅電話転送機能等の
使用

2
随意契約
（その他）

- -

- - -

6 勝美印刷株式会社 9010001001855

「行政相談委員制度60周年
記念誌（仮）」の印刷製本、
梱包及び発送の請負につ
いて

0.1
随意契約
（少額）

-

5 勝美印刷株式会社 9010001001855
『政策評価に関する基礎資
料集』の印刷製本に係る経
費の支出について

0.8
随意契約
（少額）

-

4 勝美印刷株式会社 9010001001855

「行政相談委員制度60周年
記念誌（仮）」の印刷製本、
梱包及び発送の請負につ
いて

2.8
一般競争契約
（最低価格）

5 87.6％ -

97.7％ -

3
ＮＥＣネクサソリュー
ションズ株式会社

7010401022924
タブレット型端末の調達に
ついて

7
一般競争契約
（最低価格）

1 98％

1 96.6％ -

2
ＮＥＣネクサソリュー
ションズ株式会社

7010401022924
モバイルWi-Fiルータ（SIM
フリー）の調達について

3.6
一般競争契約
（最低価格）

4

1
株式会社富士通総
研

8010401050783

行政相談業務の見直し
（BPR：Business Process
Re-engineering）の検討に
関する支援の請負

47
一般競争契約
（総合評価）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



- - -25 株式会社五月商会 4013301005010
令和4年度「行政相談パン
フレット」の印刷・梱包発送
の請負（通信運搬費）

0.3
随意契約
（少額）

-

24 株式会社五月商会 4013301005010
令和4年度「行政相談パン
フレット」の印刷・梱包発送
の請負 （印刷製本費）

1.6
随意契約
（少額）

- - -

- -

23 タナカ印刷株式会社 3010001049917

「学校に通えていない児童
生徒への支援に関するア
ンケート」の調査票等の印
刷及びＷＥＢ調査に係る請
負

2
一般競争契約
（最低価格）

1 97.3％

- - -

22
シャープマーケティン
グジャパン株式会社

1040001008905 タッチディスプレイ等の購入 0.1
随意契約
（少額）

-

21
シャープマーケティン
グジャパン株式会社

1040001008905
電子黒板機能付き大型モ
ニターの購入について

0.2
随意契約
（少額）

-

20
シャープマーケティン
グジャパン株式会社

1040001008905 タッチディスプレイ等の購入 0.5
随意契約
（少額）

- - -

- -

19
シャープマーケティン
グジャパン株式会社

1040001008905
電子黒板機能付き大型モ
ニターの購入について

1.3
随意契約
（少額）

- -

- - -

18 株式会社ダイナモ 6010701017253
令和3年度行政相談ポス
ター等広報ツールデザイン
の製版作製について

2.2
随意契約

（企画競争）
8

17 株式会社まこと印刷 5010401027883

『令和３年度　租税特別措
置等に係る政策評価の点
検結果』の印刷製本等に伴
う経費の支出について

0.1
随意契約
（少額）

-

16 株式会社まこと印刷 5010401027883

「生活困窮者の自立支援対
策に関する行政評価・監
視」結果報告書の印刷・製
本に伴う経費の支出につい
て

0.1
随意契約
（少額）

- - -

- -

15 株式会社まこと印刷 5010401027883

「子育て支援に関する行政
評価・監視－産前・産後の
支援を中心として－」結果
報告書の印刷・製本に伴う
経費の支出について

0.1
随意契約
（少額）

- -

- - -

14 株式会社まこと印刷 5010401027883
「政策評価審議会提言」の
印刷製本について

0.1
随意契約
（少額）

-

13 株式会社まこと印刷 5010401027883

『令和３年度　租税特別措
置等に係る政策評価の点
検結果』の印刷製本等に伴
う経費の支出について

0.2
随意契約
（少額）



E

- - -10 個人Ｊ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0 その他

-

9 個人Ｉ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0 その他 - - -

- -

8 個人Ｈ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0 その他 - -

- - -

7 個人Ｇ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0 その他 -

6 個人Ｆ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0 その他

-

5 個人Ｅ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0 その他 - - -

- -

4 個人Ｄ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0 その他 - -

- - -

3 個人Ｃ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0 その他 -

2 個人Ｂ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0.1 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 個人Ａ -
研究会等出席謝金、研究
会等出席旅費

0.1 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- -26
株式会社京王プラザ
ホテル

7011101026125

行政相談委員制度60周年
記念式典の開催に係る会
場の借上げ及び役務の請
負（キャンセル料）

1.9
随意契約

（企画競争）
3


	補正予算レビューシート

